
株式会社⽇本政策投資銀⾏法の⼀部を改正する法律の概要

○ ⽇本政策投資銀⾏（DBJ）の特定投資業務は、地域活性化⼜は我が国企業の競争⼒向上の観点から、⺠間による投融資
を誘発する形で、時限的・集中的にリスクマネー（エクイティ・メザニンといった資本性資⾦）を供給する業務。
（注）特定投資業務は平成27年に業務開始。その後、令和2年のDBJ法改正により投資決定期限等を5年延⻑。

○ 特定投資業務の投資決定期限が令和7年度末に迫る中、同業務の在り⽅等について検討するため、令和6年10⽉より、「㈱⽇
本政策投資銀⾏の特定投資業務に関する勉強会」を開催し、有識者を交えて⾦融業界・事業者へのヒアリングを実施。
（参考）勉強会での主な意⾒
 ⺠間によるリスクマネー供給は諸外国と⽐べると未だ⼩規模。特に地域では担い⼿やノウハウが不⾜しており、特定投資業務を継続してほしい
 政策的重要性が⾼い⼀⽅で、不確実性の⾼い、GXやディープテックといった新たな投資分野では、投資回収期間が10年程度まで⻑期化

○ DBJ法改正により、特定投資業務について、現⾏の投資決定期限及び同業務に係る政府の出資期限（令和7年度末）を令和
12年度末まで5年延⻑、業務完了期限（令和12年度末）を令和22年度末まで10年延⻑。
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【参考】特定投資業務の実績
（令和６年度末時点）

投融資決定
258件・１兆3,773億円

累積損益
712億円（⿊字）

誘発された⺠間資⾦額
７兆9,980億円
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